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〈資料紹介〉
『EUの 雇用 ・社会政策 仕事 社会的結束,生 産性』(そ の2)
佐 藤 孝 治
抄訳 『1999-2001年EUの 雇 用 ・社会政策 仕事,社 会 的結束,生 産性』
欧州 委 員会雇 用 ・社 会 問題 総局
は じめに:仕 事,社 会 的結束,生 産性 のバ ランスを保つ こと
1.EUの 雇用政策
2.経 済政策,雇 用政策,社 会政策の相互作用:リ スボン戦略 の実践
3.社 会的 に不利 な階層の労働市場へのアクセスの改善
4.流 動性 と新 しい欧州労働市場
5.情 報社会 における仕事
(以上は 『商経論叢』第39巻 第2号,89頁 一105頁 参照)
6.社 会的な対話 と労働調停 に向けた動き
(1)労 使関係 の近代化
社会的なパー トナーは,透 明性の高い より柔軟 な労働市場,労 働組織の新 しい形態,柔 軟性 と
安全性の問の公平 なバ ランスを作 り出すために,柔 軟 な役割 を担 っている。また,社 会的なパー
トナーは,男 女の賃金格差 を是正 し,男 女 の私的な生活 と公 的な職業生活 をよ り良 く調和 させ る
上で重要な役割 を果 している。 このことと1997年 及 び1999年 に署名 されたパー ト労働 と固定期
間契約 に関す るEUの 枠組み合意を考慮 して,社 会的 なパー トナー は,2000年6月 にパー トタ
イマーに関す る交渉 を始めるこ とを決定 した。
社会的なパ ー トナーは,テ レワークを前進 させ るこ とに強い関心があることも表 明 した。EU
の地域内では1000万 人以上の労働者が様 々な形態の テ レワー クを行 っている。2000年6月15
日の共同宣言 の中で,社 会的なパー トナーは,テ レワークの概念 をよ り良 く描 くための要望 を表
明 し,テ レワークを取 り囲んでいる諸問題の リス トを作成 し,多 面的な評価 を行 った。
また,同 じ6月 に,欧 州委員会 は,テ レワークを含 む労使 関係 を近代化 し,改 善す るための
EUの 政策主導の可能 な範囲に関する協議の第1段 階を始 めた。2001年3月 に始め られた主にテ
レワークに焦点を合 わせた第2段 階では,そ の分野 に関す る一般包括的な原則 のリス トが社会 的
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なパー トナーに提 出された。欧州経営者 団体UNICEは4月9日 に,拘 束力 のない合意に関す る
交渉 を公開す る提案 によって回答 した。現在 の経済社会委員会 との議論 は,自 発 的な合意 を定義
し,合 意 をどの ように実施に移すのか とい うことを中心 にしている。
社会的なパー トナーによって取 り上げ られたリスボ ンの もう一つの挑戦は,新 しい知識経済へ
の過渡期にで きる限 り多 くの人々を支援するための生涯学習や職業訓練戦略に関心 を示 している
(第5章 参照)。 ス トックホルム欧州理事会 に対 して,共 同の公約 と具体的な責任 に関す る明確 な
シグナルを明 らかに した中間報告書が提 出された。技術 的な要件 を確認 し予想す るために,訓
練,認 識,同 意,生 涯教育のための必要な資源 にとっての新 しい方法 を分析するために,作 業プ
ログラムが実施 に移 された。その 目標 は,2001年 後半の ラーケ ン欧州理事会で枠組み合意 を前
進 させることである。
その枠組み合意は,2001年6月 の雇用対 策の採択や労働の質に関 して欧州委員会 によって採
択 された通知 とともに,強 力 な政治的なメッセージを発表 した。
(2)分 野別の社会的な対話
1998年 に欧州委員会が社会 的な対話 を再編成するこ とを決定 して以来,分 野別 の社会 的な対
話は急速に前進 した。26分 野での対話委員会が設立 され,10分 野で は共 同の活動 が行 われてい
る。その上,様 々な分野 の重要な協定の調印は,労 使関係の近代化 や改善を強力 に押 し進めた。
テ レワークに関す る2つ の協定が調印 されたが,第 一の協定 は2001年2月 の情報通信分野 に関
す るもので,第 二の協定 は4月26日 に調印 された欧州連合内で2300万 人 を雇用す る通商分野 に
関す るものであった。
民間航空 と海運の分野では,社 会的なパ・一トナーたちは労働時間 と職場 における安全衛生 に関
す る枠組み協定 を締結 した。これ らの協定 は,1993年 の労働組織 の一定 の状況 に関す る指針 を
仕上げる形で提案 された欧州理事会の指針によって効力 を発することになった。鉄道分野におい
て も同様の協定が締結された。一方,陸 運分野の労働時間 と休憩時間に関 しては,欧 州委員会 と
欧州理事会が大変注意深 く観察 している。 この問題に関する指針のための欧州委員会の提案 は,
社会的なパー トナー間の協定内容 に基づいている。そ して,民 間証券部門においては,労 働の近
代化や労働組織 のための参考事項 に関する欧州連合 の枠組 みを確立す るための共 同宣言が採択 さ
れた。
同様に,労 働安全衛生に関す る分野の範 囲は急速 に拡大 している。 このことは,農 業,建 設,
ガス,清 掃,民 間証券,砂 糖精製,情 報通信 な どの分野における指針草案 に関す る共 同マニ ュア
ル,職 業訓練資料,共 通の立場の採択に導いた。皮 なめ し分野では,運 営規約 を採択 したが,そ
の一・部では労働環境の安全衛生原則 を確立 し,最 も望 ましい職業上の実践 を採択 した。
基本 的人権や企業の社会的責任の拡大が重要 な課題 となっているので,職 業訓練,生 涯学習,
技術 革新,変 化予想 は優先的に協議すべ き課題である。例 えば,フ ァッシ ョン産業,商 業 ・対人
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サー ビス分野全体では,運 営規約 に関す る協定 を締結 した。民間証券分野では,労 働組合組織 と
経営者組織の相互承認 に関す る共同宣言 を採択 した。
また,分 野別の社会 的な対話は,雇 用差別の撤去や機会均等の促進を進めるための取 り組み に
とって支援 となっている。通商部門では人種差別や外 国人差別に対する取 り組みを進めるための
共 同宣言 を採択 した一・方 で,郵 政事業 や被服 ・織物産業では望 ま しい職業上の実践 に関す るマ
ニュアルを開発 した。
(3)欧 州委員会 とILOの 協力
より広範な国際的な舞台で,中 核的な労働基準の世界における普及 は欧州委員会の国際的な優
先課題 の一つで ある。ILOと の協力 やILOに 対 す る支援 は この 問題 の本質 的な要素 であ る。
2001年5月 に署名 されたILOと 欧州委員会 との問での交換書簡 は,労 働基準 を促進 し,他 分野
における協力 関係 を進めるための公約 を強調 した。
2001年7月,欧 州委員会 はグローバル化 した世界 での中核 的な労働基準 と社会的 な統治 を促
進するための異なった方法を提案 した広範囲の通知 を発行 した。さらに,欧 州連合加盟 国による
すべてのILO基 本条約 の批准 を前提 として,2000年9月,欧 州委員会 は加盟各 国に対 して,最
新のILO基 本条約である児童労働 に関す る第182号 条約の批准を行 うように勧 告 した。
(4)労 働者の情報,協 議,参 加
産業の変化 の効果的な管理は,ま た,労 働者の知 る権利や協議する権利 に関す る欧州連合の規
則 の枠組み を改善す ることを意味する。 これは社会政策のアジェ ンダが明確 に要求 しているもの
である。 この分野 は,集 合的な解雇や企業の移転な どの点で,指 針に含 まれている労働者の知 る
権利や協議する権利のための規定 とともに,欧 州連合 レベルにおける多 くの既存の法律や現行の
提案 の焦点である。
同様 に,欧 州労働理事会の指針 は,国 境 を越 えた枠組みでの情 報公開や協 議の必要性 に的 を
絞 っている。その指針 は,国 境 を越えた情報公開 と協議の可能性 を提供するように,欧 州連合段
階での企業 と企業 グルー プに要求 している。欧州労働理事会 の650以 上の企業 における協定の経
験 をもとに,こ の指針の再検討が近い将来に行われ るだろう。
ほぼ30年 を経過 して,2000年12月20日 の欧州理事会 における最近の政治的な協定 は,こ の
分野 における労働者の権利の将来的な発展 に向けた重要なステップである。労働者の参加 に関す
る欧州連合 の企業 と関連分野 についての指針 を確立するための規制の公式の採択にはそれほ ど時
間はかか らないだろう。
1998年11月,欧 州委員会は,欧 州連合内の労働者の知 る権利 と協議 のための全般的な枠組み
を確立す るための指針に関する提案 を採択 した。その提案は,既 存の立法の隙 間や欠点を埋 め合
わせ ることを目的 とし,経 済 ・戦略上の問題,雇 用動向,労 働組織や契約関係 についての特定 の
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決定に関 して知 る権利や労使協議 につ いての一般的 な原則 を規定 してい る。その指針 は社員数
50名 以上の企業 に適用 され るこ とになるだ ろう。共通の立場で意見 が ま とまった こ とに伴 っ
て,指 針の迅速 な採択が見込まれている。そのことはビジネスの世界 で変化 を管理するための大
きな打 開策になるだろう。
(5)企 業の リス トラと社会的な責任
大規模 な解雇 に関する最近の注 目すべ き発表は,企 業が どの ように従業員たち と対話するのか
とい う点で世間の注 目を集めた。西暦2000年 には,こ れ まで以上 に企 業の合併や買収が増えた
ことに伴 って,企 業のリス トラが増加 した。 しかしなが ら,い くつかの調査によれば,企 業の リ
ス トラによって経費削減,生 産性の向上,品 質や顧客サービスの改善 を成 し遂 げた企業は余 りな
く,逆 に従業員の勤労意欲,企 業への忠誠心,創 造力,生 産性 などを しば しば損なっているとい
う結果が示 されている。企業 リス トラの増加や普通の欧州市民の生活へ の潜在的な影響などの結
果 として,2001年5月,欧 州委員会 は企業や労働者が変化す るビジネスの世界 に適応す るの を
助 けるために,欧 州連合が発議する対 策の詳細 を明 らかにした。企業の リス トラ活動に対する事
前 の準備 や管理 に焦点を当てた対策 には,欧 州連合 による立法,社 会的 なパー トナー による活
動,企 業 による最 も望 ま しい実践 などが含 まれてお り,ま た,欧 州社会基金の財源 を雇用喪失 に
よって厳 しい影響 を受 けた地域や部門に振 り向け直すことも含 まれるかもしれない。
企業の リス トラに対する総合対策 としては,急 激に変化す るビジネス環境の もとでの企業や労
働者 の新たなニーズに対応するために,事 前の情報や協議 に関す る効果的な法律上の保証のため
の提案,迅 速かつ効果的に企業 リス トラを検討する企業への奨励策,競 争,国 家的な支援,構 造
基金 などの欧州連合の政策 にどのように焦点を当てるのか ということに関する最初の論議が含 ま
れる。
リス トラ活動 に関する欧州連合の現行法上の責務や望 ましい実践 についての注意を喚起するた
めに,企 業 リス トラにおける企業の望 ましい実践 と同様 に欧州連合 の法律の もとでの企業の責務
を要約 したチェック リス トが作成 された。 また,欧 州委員会は,リ ス トラ活動 とその他 の社会的
な結果 と合併や買収 に関する欧州連合の競争法の相互作用について検討す るだろ う。
2001年7月 に発表 された,よ り広範 な文脈 で戦略的に リス トラに取 り組んだ欧州委員会の企
業 の社会的責任 に関す る緑書(GreenPaperoncorporatesocialresponsibility)は,約1月 前の ヨー
テボリ欧州理事会での持続的な経済開発 を支持 した。収益性 と望 ましい労使関係 の相互関連 を強
調 して,同 報告書は3つ の部分か ら成 る本 質 として知 られてい るもの を強調す るの に敏感 であ
る。つま り,健 全 な社会,環 境,経 済基準 の間の連結である。地域,国 家,グ ローバルな共同体
の機能的な支柱 と して,企 業 には従業員や環境 に向か って持続的 な方法で働 きかけ る責任 があ
る。そのようにす ることによって,企 業のパ フォーマ ンスに とって も利益をもた らすか もしれな
いと緑書は主張 している。逆 に言 えば,協 議や再訓練 な しに解雇 した り,環 境 問題で問題のある
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行 動 を とっ てい る企 業 は,企 業 のパ フ ォー マ ンス に悪 い影 響 が あ る こ と を理 解 す る か も しれ な
い。緑 書 は論 議 の ための き っか け となる こ とを意 図 して お り,誰 で も2001年 末 まで に コメ ン ト
を送 る こ とが で きる。
(6)予 想 される変化
経済的な変化の速 さや勢いに鑑みて,ス トックホルム欧州理事会 は,出 来るだけ早 くモニ タリ
ングセ ンターを設立す ることに合意 した。 このことを行 うための任務 は,ダ ブ リンにある生活 ・
労働条件 を改善するための欧州財団に与 え られた。モニ タリングセ ンターは,リ ス トラ,合 併 と
買収,技 術の開発,技 術 的な進歩への適応 などに関す る確 かな情報 と目標 を持った重要 な関係者
を提供することを 目ざすだろう。
(7)労 働時間
労働時間組織化 のための適切 な枠組みは,新 たな経済の もとでの労働 条件の柔軟性 とセキュリ
テ ィの間でのバ ラ ンス を促進す る上 で決定的である。1993年 の労働時 間に関す る指針 は,欧 州
連合 レベルにおけるその ような枠組みを提供 している。 この指針 は欧州連合の社会政策 と労働 法
にとって最 も重要 なものである。 しか しなが ら,こ の指針は,航 空,鉄 道,道 路運送,海 運,漁
業 などの分野や研修中の医者の活動 を除外 している。
除外 された分野や活動 を扱 うために,欧 州委員会 は2000年6月22日 に欧州議会 と欧州理事会
で採択 された,新 たに500万 人程度の人々をカバーする修正指針 を提案 した。今 日,モ バ イル労
働者以外 は労働時間に関する指針によって完全 にカバー されてい る。モバ イル労働者や海外業務
を行 う労働者 にとっては,労 働時間の指針の ごく一部の規定のみが適用 される。 これ らの労働者
には,適 切 な休憩時間,48時 間 を上 限 とした週 当た りの労働時 間,年 間4週 間の休 暇,夜 間労
働に関する様 々な規定 による保護 などの権利がある。
民間航空の分野では,2000年3月22日,社 会的なパ ー トナーたちは労働時 間に関する協定 に
合意 した。欧州委員会 は6月23日 に この協定 を実施す る指針 のための提案 に合 意 し,欧 州理事
会 は2000年11月27日 に採択 した。
また,社 会政策のアジェンダは,労 働時問に関す る欧州連合の立法 を完成 させ,成 文化 させ る
ための欧州委員会の意図を公表 した。 これには,労 働時間に関する指針 の新たな修正文 を含めた
指針の提案が含 まれるだろう。
(8)労 働組織の近代化
労働組織 と労使関係の近代化 は,「 新 しい労働組織のためのパー トナーシップ」 とい う緑書や
「労働組織の近代化:変 化への積極 的なアプローチ」 とい う通知な どの欧州委員会の政策主導の
い くつかの焦点であった。 また,そ れは適応性に関する雇用 ガイ ドライ ンや情報経済への転換の
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重要な要素で もある。ニース欧州理事会で採択 された社会政策アジェ ンダは,労 働条件を適合 さ
せる重要 さや柔軟性 とセキュリティの間のバ ランスを促進する関係 を強調 した。
緑書や通知 を徹底 するため に,2000年6月,欧 州委員会 は労使 関係 の近代化 や改善のため に
社会的なパー トナー間の協議 を開始 した。協議は,① 一般的な基準の作成,② 関連のある規則の
メカニズムを審査する体制の確立,③ テ レワ0ク,④ 経済的に従属 した労働者,と い う4つ の点
に取 り組んでいる。
社会的なパー トナーの反応 を考慮 に入れて,3月 に開始 されたこの協議の第二段 階はテ レワー
クに焦点を当てている。その 目標は,テ レワークに関する欧州連合 レベルでの一般的な枠組み規
定を作成することによって,企 業 と労働者の双方に利益 をもた らす方法を拡大す ることである。
一・方
,UNICEとETUCは この問題 に関 して 自発 的な交渉 に入 る意 図が ある ことを明 らか に し
た。
一 テ レワークに関する一般 的な基準一














2000年 の社会政策アジェンダの中で,欧 州委員会 は2001年 末 までに労働者の財政的な参加 に
関する通知 と行動計画を発表す る意図を明 らかに した。 これ よ り先 に欧州委員会は2001年7月
にワーキ ングペーパーを明 らかに して,こ の問題 に関す るフィー ドバ ックや アイデ アを提供する
ために,加 盟各 国,欧 州連合の付属組織,企 業,適 切 な団体 などの参加 を求めた。
② 個人情報 の保護
1997年 に初 めて明 らかになった雇用関係の個人情報保護 に関する問題点に対 して は,欧 州委
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員会が通知文書 を採択す ることに着手 した。それ以来,加 盟各国か らの専 門家 たちはこの問題に
関す るい くつかの会合へ招待 され,欧 州委員会 は加盟各国の立法に関する調査 を行 った。欧州委
員会 は社会政策 アジェンダの中で,雇 用 に関連 した個人情報保護や将来の欧州連合 の活動 につい
て社会的なパー トナーと協uす ることに取 り組み始めている。
社会的なパー トナーとの最初の段 階の協議は近い将来に計画 されている。
③ 和解 ・仲裁 ・法的な調停
社会政策 アジェンダは紛争 を防止 し,仲 裁するための手段の創設 を要求 している。欧州委員会
は欧州連合 レベ ルでの和解 ・仲裁 ・法的な調停 に関 して,任 意の仕組み を確立する必要性があ る
ことについて社会的なパー トナー と協議する意図があることを明 らかに した。
新規の政策主導 に関する背景かつ予備的な作業 は,専 門家 レベルの作業 とともに既 に始 まって
お り,社 会 的なパー トナー との最初の連絡は既 に取 られている。
7.生 産的かつ統合的な社会
(1)男 女平等
1999年 アムステル ダム条約 は,男 女平等 を拡大す るための公約 を強化 した。女性 に便益 を も
た らす具体 的な対策 とともに,欧 州連合の全 ての政策やプログラムに男女平等の展望 を主流 とさ
せ る欧州委員会の戦略は持続 されてお り,雇 用,研 究,教 育,人 権,開 発協力,反 暴力,欧 州連
合の拡大 などの重要 な分野で前進が見 られ る。男女平等 のための具体的な規定 とともに採択 され
た新たな構 造基金による規制は重要な前進である。新たな規制は統合的な男女平等戦略 を提案 し
た。構造基金の管理 に責任 を持つ加盟各 国による実施 は,欧 州委員会 によって綿密 にチェックさ
れるだろ う。
進歩が達成 されているに も関わらず,日 常の生活で女性が直面 している不平等や不正 を根絶す
るにはまだ相当の時間を要す る。女性の就業率 は男性 の就業率 よ りも未だ18%も 低 い水準 にあ
る。 この問題に対 して,リ スボ ン欧州理事会 は女性に とって野心的 な新たな 目標 を設定 した。そ
の最 も重 要 な 目標 は,2010年 までに女性 の就業率 を現在 の53%か ら60%に 高め る こ とであ
る。
ス トックホルム欧州理事会 は,2005年1月 までに女性就業率 を57%に 高める とい う中間 目標
を設定 した。雇用戦略 はその目標 を達成す る上で重要な役割 を演ず るべ きである。男女平等に関
す る重要な考え方の もとで,勤 労者が家庭生活 と仕事 を調和 させ るの を支援す るため に様々な活
動が奨励 されている。仕事 と家庭生活 のバ ラ ンスを支援するための働 き方の慣行 を導入す るには
もっと多 くの努力が必要である。欧州雇用 ガイ ドラインを通 して,欧 州委員会 は社会的なパー ト
ナーに対 して より柔軟 な働 き方の配置を工夫す ることや新技術に よって提供 されたすべ ての可能
性 を利用す ることを奨励 している。
190商 経 論 叢 第40巻 第2号(2004.12)













ス トックホルム欧州理事会 は,2002年 までに欧州理事会 と欧州委員会が子供及 びその他 の被
扶養者のための介護施設についての規定や家庭への便益 システムに関す る指標 を開発す ることも
求めた。
男女の賃金格差は20%以 上 に留 まっている。ノル ショー ピンで1月 に開催 された男女平等 と
社会保 障担当閣僚の会合 で強調 された ように,労 働市場における女性の参入の拡大や改善,賃 金
格差の是正 を保証す る努力 というものは,将 来 の持続的な成長や社会的な保護制度の公正のため
に重要である。賃金の不平等は しば しば社会保障の中で再生産 され る。現在,低 賃金労働者 の
77%を 女性が占めている。
それ故 に,欧 州委員会 は様 々な方法を通 じて男女の賃金平等 を拡大するための活動 を行 ってい
る。具体的な方法 として は,① 欧州雇用戦略,② 新 しい男女平等推進 プログラム,③2001年 に
実施 され る予定の男女 の賃金平等に焦点 を当てた欧州 レベルのキ ャンペーン,な どがある。
企業内や政治的な決定 プロセスにおける女性の参加 もまだ極めて不十分な もので しかない。 も
し政策決定や意思決定 の中に,社 会全体 としての社会的,経 済的,文 化 的な価値 を反映 しようと
す るな らば,も っ と多 くの努力が必要 である。欧州委員会は,こ の分野における積極的な支援 に
関す る固い意思 を表明 してい る。そのため,2000年6月,欧 州委員会 は,傘 下の委員会や専 門
家 グループの構成で どちらの性 も40%以 下 となってはいけない ことを明記 した決定事項 を採択
した。欧州委員会 は,加 盟各国,社 会 的なパー トナー,そ の他のメンバー を指名す ることに責任
を持 っている団体 に,男 女 間の適切なバ ランス を維持す ることを保証す るように求めている。 し
か しなが ら,男 女平等 に関する全体像 を掴 むためのデータは十分ではな く,欧 州委員会 は,意 思
決定過程における女性 についての完全 な統計 を作成 し,維 持するために,社 会的なパー トナーや
NGO団 体 との協力求めている。優 れた情報は,優 れ た政策のための強 固な基盤 を提供す る もの
である。
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政治 と同様 に経済的な生活 において も,同 じように女性 の能力,潜 在的な可能性が完全 に認識
され,役 立てられ,正 当な報酬が支払 われるように保証する必要がある。長期的な公約,政 治的
な意思,政 策の適切な組み合わせ とい うものは,ど の ような手段 よ りもよ り重要であるように思
われ る。2000年6月 に採択 され た男女 平等 に関す る欧州 連合 の枠組 み戦 略(2001年 一〇5年)
は,女 性の地位向上 を目的 とした主要な政策と特定の活動を含む,全 ての適切な欧州連合の政策
と手段 を受け入れている。枠組み戦略は,明 確 な評価基準,性 的な役割の証明と評価,モ ニ ター
手段や基準作 りなどの点で,単 一の権 限の もとで欧州委員会全体 の様 々な政策主導や事業 を結合
させ,調 整 している。この新 しいアプローチは,既 存の欧州連合 の男女平等に関す る活動範囲の
輪郭 を明らかにさせ,重 複 したものを確認することによって協力を保証 している。その結果 とし
て,欧 州委員会内外 の効率性 と透 明性 を高めてい る。枠組み戦略 は,毎 年 の作業 プログラムに
よって下か ら支 えられている。作業 プログラムの目標 は,そ れぞれのサービスが毎年実施 してい
る優先的な活動 を確認 し,そ れ らを統合 させることである。
枠組み戦略は,2000年12月20日 の欧州理事会の決定 によって採択 された新規 の男女 平等 プ
ログラムによって伴 われてお り,今 後5年 間に5000万 ユ ーロの予算 を与 えられている。 同プロ
グラムの職務は,枠 組み戦略の付託事項(経 済的な生活,男 女平等な参加と代表,社 会的な権利,性
別の役割 とステレオタイプ)の 範 囲内で同種の活動の調整,支 援,資 金提供 を行 うことである。同
プログラムは,自 覚 を高める活動,分 析 と評価,国 境 を越えた協力活動,優 れた実践の交換 な ど
に共同で資金提供す るだろう。
アムステルダム条約 と欧州全体 の法体系の継続的な構築 は,平 等の分野 にお ける広範囲な法律
的な枠組み を欧州連合 に与えている。
公正裁判所 は,関 連が ある立法上の活動 に影響 を与えるい くつかの判断を出 している。雇用 に
関す る平等 なアクセス を男女 に保証する法律 的な体系は,ま だ しば らく時間がかかるにして も,
完成に向かって進 んでいる。機会均等の促進 ということは,す べ ての レベルのすべ ての機 関に
よって十分 に理解 されなければならない。
欧州委員会は,雇 用,職 業訓練,昇 進,労 働条件についての男女平等 な取 り扱 いを行 うための
新 たな修正指針 を提案 している。その中には,職 場におけるセクシュアル ・ハラスメ ン トな どの
問題に関す る新規の規定やい くつかの既存 の規定の より良い関連づけなどが含 まれている。その
指針 は,2001年 末 までに採択 される見込みである。
また,欧 州委員会は,ア ムステルダム条約第13条 に基づいて,2002年 に男女平等 に関す る新
たな指針 を提案す る意図があることを明 らかにしている。 この指針が対象 とする範囲は,労 働市
場に関連 した問題 を完全に超 えている。
(2)反 差別政策
また,ア ムステルダム条約 は加盟国市民の基本 的人権 を支援 し,保 護するための欧州連合の公
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約を強化する上で,い くつかの非常 に重要な役割を果 した。加盟国の首脳会議か ら出て きた同条
約 は,加 盟国が 自由の原則,民 主主義,基 本的人権 ・自由 ・法の支配の尊重 を侵 害 していること
を見つけた場合,加 盟国の権利 を抑制す る新 たな権限を提供 した。そ して,同 条約 は,欧 州連合
が人種,民 族的な出身,宗 教,信 念,障 害,年 齢,性 的な嗜好,雇 用外の分野な ど,か つてない
ほ ど広範な分野で差別 と闘 うことを可能 にした。
欧州委員会は加盟各国,市 民社会,社 会 的なパー トナー,欧 州議会 との問で これらの新たな権
限 をどの ように実施す るのか というこ とについて幅広 い協議 を行 った。同条約が実施に移 される
半年以前 の1999年11月,欧 州委員会は反差別,平 等 を推進するための欧州連合の努力 を具体化
した2つ の指針 と行動計画 によって構成 される提案 を作成 した。その提案 は野心的で,要 求の多
い ものであったが,そ れにも関わらず欧州理事会 と欧州議会で広範に支持 され,論 議が迅速 に押
し進め られ,す べての点で満場一致の採択が行 われた。欧州連合の成果 としては,雇 用,教 育,
社会保障,保 健医療,財 サー ビスへのアクセス,住 宅な どの分野での人種や民族 による差別 を禁
止す る指針 が今 日では含 まれている。 もう一つの指針では,宗 教,信 念,障 害,年 齢,性 的な嗜
好 を根拠に した雇用差別が禁止 されている。そして欧州連合 の1億 ユーロの予算 を持つ地域行動
計画は加盟各国の間での差別 に関す る学習,経 験や優 れた実践の交流 を促進 している。
これ らの2つ の指針 は,欧 州連合の至る所で差別に反対す るための共通の保 護 レベル を提供
し,す べての加盟 国で既存 の法律 的な枠組みの変更 を要求する ような基 準 を定 めた。加盟 国は
2003年 までにこれ らの2つ の指針 を国内法 に置 き換 えなければならないが,欧 州連合 の立 法に
よって義務づけ られている以上の保護 レベルを導入す るのは自由である。欧州連合は,そ れぞれ
の加盟 国が可能な保護の最 高 レベル を達成す るために,政 府,NGO,異 なった加盟国の他 の関
係者 間での経験の交流 を促進することによって,国 内法へ の置 き換 えのプロセスを支援するだろ
う。 同時に,立 法措置だけでは実際に平等 を保証することは出来 ないとい う認識の もとに,行 動
計画 は欧州連合 に日常生活の多 くの分野 で差別 によって生み出された障壁 を克服 し,欧 州連合 の
様 々な分野での経験 を比較することによって付加価値 をもた らすための実際的な方法 を検討する
ことを認めるだろ う。
平等な取 り扱いの原則 を実施するために,欧 州連合 条約第3条2項 とともに,欧 州連合 はしば
しば女性が複合的な差別の犠牲 となっているために,不 平等の撤廃,男 女平等の促進 を目標 とす
べ きである。
この差別撤廃 のための対策は,欧 州雇用戦略や社会統合戦略の ような要素を含む,欧 州連合市
民の生活の質 を向上 させ るための統合戦略の一部を構成 している。差別撤廃 と機会均等を支援す
るために,欧 州連合は基本的人権 と自由の保護,社 会 的疎外の人的 ・財政的なコス トを軽減す る
ために積極的 に貢献 している。
(3)障 害者間題
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過去5-6年 の間に,欧 州連合 の障害者政策 は,障 害者の適応 という考 え方か ら人権重視のアプ
ローチに転換 した。今 日では,障 害者の完全 な統合 のために障害物 を取 り除 くこ とが強調されて
いる。 この ことは,2000年 に公表された欧州委員会の通達 「バ リアフリーな欧州に向けて」(To-
wardsabarrier--freeEurope)の 中心 的 な部分 で あ る。そ の通 達 で は,反 差 別,雇 用,交 通,情
報,技 術 に至る広範 な欧州連合の政策分野 を通 して,ア クセスや社会的統合 をどのようにして保
証す るのか ということを明 らかにしている。
障害者 を社会的に統合す ることは,社 会 的な意味があ るだけでな く,経 済的に も意味がある。
現在,欧 州 には3700万 人の障害者がいる。調査 によれば,障 害者 はか な りの割合で失業者であ
り,さ らに長期的 には平均以下の賃金 しか得ていない。障害者の多 くは機会や適切 な支援があれ
ば働 きたいとい う希望 を持 っていることは知 られているが,労 働市場 における障害者の排斥 は政
府に とっては巨額の財政的な負担 を意味する。 この ことは,雇 用や反差別行動計画 に関す る機会
均等についての指針によって,障 害者問題がなぜ明確 な分野のひ とつ となっているのかの理由で
ある。
障害者へ の支援 は,欧 州連合 の他の雇用政策 にとって も主流 となっている。加盟 国別の年次行
動計画 は,労 働市場において障害者 を支援するために,職 業訓練,カ ウンセ リング,職 業紹介 な
どの適切 な対策 を出 している。2001年 に,加 盟 国は障害者 のための国別 の 目標 づ くりを始 め
た。
政策の調整,基 準づ くり,モ ニ タリングな どのプロセスは,雇 用分野で非常 に成功 したので,
今 日では社会的統合分野の政策 にまで拡大 されているが,そ のことはもちろん障害者 にとって も
直接的な利益 となるだろう。
これ らの 目標 を現実の もの とするために,欧 州連合 は欧州社会基金,特 に平等 に関す る政策主
導(theEQUALinitiative)を 通 じて財政的 な支援 を提供 している。その結 果 として,欧 州連合 は
障害者の社会 的な統合に関 して,よ り万全の用意を行い,公 約 も拡大 している。 さ らに,欧 州委
員会 は2001年 に,2003年 を欧州 障害者 年 とす ることを発表 した。欧州委員会 は1200万 ユ ー ロ
の予算によって,障 害者問題の社会的 な認識 を高めるための活動 を進 めてい くだろう。
しか しなが ら,障 害者 問題 に関す る規則,ガ イ ドライン,計 画,戦 略 な どは,欧 州連合,国
別,地 域 などにおけるすべての利害関係者 を結集で きる場合のみ成功す ることがで きる。障害者
は,政 策による利益 を享受する と同時 に,政 策の着手,形 成,実 施な どの全域 にわたって参加 し
なければならない。この方法に よってのみ,欧 州連合 は欧州のすべ ての市民 に とってバ リアフ
リー,社 会的統合 を達成す るという目標 に向かって進 むことがで きる。
(4)労 働安全衛生問題
加盟国が法令全書 に組み入れることが義務づ けられている労働安全衛 生に関す る指針 は30以
上 ある。1990年 代半ば以 降,い くつかの既存 の指針 を統合 し,労 働安全衛生 に対 す る総合 的 な
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アプローチ を簡素化する法律上の取 り組 みが行われている。 これ には,職 場にお ける生物学的な
手段 によるリス クに対す る労働者保護に関する指針や職場 における科学的な手段 によるリス クに
関す る新たな指針 を成文化す るとい う取 り組 みが含 まれる。 これ らの ことに よって,1989年 の
枠組み指針 に先だって作成 された,物 理学的,科 学的,生 物 学的手段 に関する1980年 の指針 の
ような特定の指針 を廃止することになる。 さらに,既 存 の法律 によって扱 われていないい くつか
の視点か ら最低 限の規則 を確立することを目指 して,足 場 と振動に関する2つ の指針案に関する
政治的合意に達 した。職場環境 の変化 に対応するために,欧 州委員会はアスベス トと騒音 に関す
る2つ の提案 も出 した。
8.近 代的かつ持続可能な社会的な保護
(1)福 祉 に対 する挑戦
加盟国の福祉制度は,各 国の市民に対 して社会的統合 を支えるための確かな保護 を提供 してい
る。今 日,各 国が直面 している課題は,急 激 な人口統計学的な変化や急速 に発展す る知識経済の
必要条件 に適合す ることである。高齢化,労 働力人口の減少,人 口統計学的な傾 向か ら生 じた年
金や医療費 などに関す る圧力 に取 り組 むための方法 を見つけなければ ならない。情 報通信 革命
は,福 祉制度が新 しい技術 によって提供 された機会 を完全 に利用 し,マ イナスの影響に関す るリ
スクを最小 にす ることができるかどうか を試 している。
伝統的な欧州 を維持 しつつ知識経済への円滑 な転換 を図る中で,持 続的な経済成長や完全雇用
を達成 しようとすることは,過 去 よりも注意深 く限 られた人材 を取 り扱 う必要が生 じ,社 会政策
に新たな重要性が与 えられた ことを意味 している。所得分配,教 育,医 療 における現在の不平等
は,市 民が社 会 に全面的 に参加す る上での障壁 となってい る。 しか しなが ら,社 会政策 は,所
得,教 育,医 療,雇 用の間での積極的な相互作用 を奨励す ることがで きるが,こ れは私たちが作
り上げなければならない ものである。
加盟 国の問での変化 のタイ ミングや大 きさは様々だ ろうが,人 口の高齢化を基礎 に して欧州連






2010年 までに70%の 就業率 を達成する というリスボ ン欧州理事会の雇用政策上の 目標 は,こ
れ らの人ロ統計学 的な傾向 と組み合わせ られて,重 要 な政策上の意味合いを持 っている。欧州連
合 は雇用創 出に成功 しているが,求 職活動 に消極的な層 を減少 させ るための積極的な政策を今 日
では必要 としている。 そのため に,欧 州連合 は以下の ような対策に取 り組んでいる。



















































































































































































































































これ らの政策は,将 来,完 全雇用や効率的,公 平,持 続可能な欧州労働市場 を保証す るための
戦略の本質的な構成要素 のい くつかである。
{
(2)高 齢化,雇 用 と年金の持続可能性
どの ような合理的な政策 も将来の欧州連合の人 ロ統計学的な構造の変化 を和 らげるこ とはで き
ないだろう。 しか しなが ら,そ れ は年金の持続可能性 にとって問題である高齢者 の従属人ロ比率
ではな く,経 済的な従属 人口比率である。
それ故 に,高 齢者 の従属人口比率 をどの ように経済的な従属 人口比率(こ ちらが明らかに高い
比率)に 分か りやす く言い換 えて,支 出を移転するのかを検討す るのが適切で ある。現在,欧 州
連合の経済的 な従属人 ロ比率(全 就業者中に占める20歳 以上の未就業者の比率)は0.86で あ る。
その ことは就業人口 と同 じ程度 の未就業者がい ることを意味する。未就業の成 人 グループの中
で,ほ ぼ10人 中6人 が65歳 以下の年齢であ り,そ の多 くが様々な福祉給付の受給者で もある。
経済的な従属人ロ比率 は,高 齢者 の従属人口比率の増加に よってマイナスの影響 を受けると予想
されるが,就 業年齢人口の就業に消極的な人々の数 を減少 させることによって,就 業人 口の高齢
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化 の財 政 的 な負 担 を軽 減す る可 能性 が あ るだろ う。
(3)年 金と将来の持続可能性
年金計画の責任 は個々の加盟 国の ものであるが,高 齢化の課題及 び年金規定 と医療 に対す るそ
の意味は,全 く共通の課題である。 このことによって,欧 州連合の重要な役割 は加盟 国の間での
年金 と年金改革 に関する経験 のオープ ンな交換 を保証する ことであ ることが分かる。「長期 的な
観点か ら見た社会的 な保護 の将 来的な発展:安 全 で持続可 能な年金」(Thefutureevolutionofs()-
ciaiprotectionfromalong.termpointofview:safeandsustainablepensions)と い うタイ トルの通知の
中で,欧 州委員会 は2000年 に年金制度 に とっての主要 な課題 に関する考 え方 に着手 して,欧 州
連合全体の議論の基礎 を形成すべ きである共通の関心分野を正確 に指摘 した。
長期 的な持続可能性 とは以下のことを意味す る。
◇年金 を保証す ることは,退 職者やその扶養家族 に安全 かつ適切 な所得を提供 し,す べての高
齢者 に人 間らしい生活条件 を保証するという社会的な目標 と一致する ものである。
◇財政的な持続可能性 を維持す る結果,財 政に関 して高齢化 の将来的な影響が公的な支出に耐
え られない ような負担や世代 間の不公平 な負担 に導 くことはない。
◇社会や個人の変化するニーズによ り良 く合 わせることによって,労 働市場 の柔軟性,仕 事 や
社会的な保護 における男女の機会均等を推進することに貢献する。
欧州雇用戦略の成功 は,重 要 な役割 を演 じるだろ う。早期退職に向けた現在 の傾 向(60歳 一64
歳の25%程 度の割合 しか就業 していない)を 抑制する必要がある。 さらに,過 去5年 間に新たに創
出された雇用のほ とんどは女性であるが,女 性の就業率 を高めるためには重要 な進歩が必要であ




欧州社会 モデルの最 も明確 に区別で きる特徴は,社 会的な統合 に対す る公約である。つ ま り,
社会のすべ ての人 間が利害関係者であるとい うことを保証す ることである。この ことは,道 徳的
な正直 さについてだけの ことでな く,経 済的にも意味があることである。社会か ら排 除されるこ
とは,反 社会的な行為や犯罪行動の源泉 ともなるものであ り,こ のために社会が支払わなければ
な らないコス トは非常 に高い。社会の底辺にいることを見つ けた人たちは,教 育や職業訓練への
アクセス を獲得す るのにしば しば困難に直面せざるを得ない し,喪 失 と社会的な排除がお互いに
混 じることによって不道徳 なグループに入 る きっかけになるか もしれない。 このことは,こ の よ
うな人々は自分の経済的 ・社会 的な可能性 を自分 自身のためや生活の改善のために使 うことがで
きないことを意味 している。その結果 として,こ の分野のい くつかの重要な発展 とともに,欧 州
}
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連合 は社会的統合に向けた公約 を極めで重 く受 けとめている。
貧困 と社会 的な排除に対する闘いで,政 策的な協力 を強化する新 たな公約は明白である。1990
年代後半の政策を近代化 しようとする加盟国の努力 は,2000年 に欧州連合 レベルにお ける社会
的統合 に関する政策調整 と協力 についての新たな合意 に導いた。重要 な国家的,国 際的な展 開が
このことに貢献 した。
9.欧 州連 合拡大 に向 けた準備(省 略)
